


































































































































































































女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子
平成８年度
61.1 73.9 76.0 87.0 86.2 93.2 92.2 95.6
（平成９年３月卒）
平成９年度
67.3 76.4 78.8 87.6 87.5 92.5 90.5 94.6
（平成10年３月卒）
平成10年度
59.2 71.3 73.5 83.5 84.7 90.7 89.2 93.2
（平成11年３月卒）
平成11年度
57.7 66.4 68.8 77.3 77.1 83.8 89.5 91.9
（平成12年３月卒）
平成12年度
59.7 66.0 71.0 77.7 79.7 83.9 91.2 92.3
（平成13年３月卒）
平成13年度
60.6 67.6 73.6 78.6 80.5 84.3 91.5 92.5
（平成14年３月卒）
平成14年度
60.1 67.0 73.6 79.0 80.9 85.4 92.2 93.2
（平成15年３月卒）
平成15年度
59.1 61.1 72.4 74.4 81.2 82.8 93.2 93.0
（平成16年３月卒）
平成16年度
59.2 62.9 72.9 75.3 81.5 83.5 93.8 93.3
（平成17年３月卒）
平成17年度







































































（32）	 厚生労働省ホームページ http://www.	mhlw.	go.	jp/general/seido/koyou/family/kigyo.	html より。2011年
８月27日アクセス。





















































（34）	 厚生労働省ホームページ http://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/kintou/jyusyou07.html より。2011
年８月27日アクセス。











































































































































（37）	 厚生労働省ホームページ，女性の活躍推進協議会 ｢ポジティブ・アクションのための提言｣ http://www.	
mhlw.	go.	jp/houdou/2002/04/h0419-3.html より。2011年８月27日アクセス。
（38）	「平成15年度（2003年度）女性雇用管理基本調査」
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本章では，女性従業員の処遇問題が生まれるプロセスやそれに基づく矛盾とその根本的
な解決のための課題と対応策を，競争力と「企業の社会性」の概念から考察する。
1990年代からグローバルレベルで広がってきた「企業の社会性」を求める潮流は日本の
企業社会にも大きな影響を与え，社会的に責任ある企業のあり方について本格的な議論が
始まっている。これまで日本の社会経済システムにおいて，企業に期待されてきた役割・
責任は，「雇用を維持し，豊かな社会づくりに貢献すること」にこそあり，企業はそれに
応えてきたという自負もある。しかし，その体制を支えてきたシステムの構造が近年大き
く変わっており，グローバリセーションの進展とともに，企業社会のあり方自体が問い直
されている。さらに，近年，社会的に責任ある企業に投資する社会的責任投資（SRI）が
広がり始めたことで，企業の価値は財務面のみならず，社会・環境面を含めてトータルに
評価され，格付けされるようになってきた（39）。｢企業の社会性｣ を採り入れた社会的に責
任ある企業になるためには，ステークホルダーから支持され信頼される関係をつくってい
くことが重要である。企業は，株主・投資家，消費者・顧客から信頼され，有能な人材を
引きつけ，コミュニティから支持されることで，そのトータルな価値を高めていくことが
可能なのである。
したがって，企業の社会的役割が変化している今日，｢企業の社会性｣ という観点から
女性の登用を検討する時期になっている。企業にとってはこれまでは直接収益につながら
ないと考えられていた環境や ｢企業の社会性｣ への配慮が，逆に他社との「違い」として
競争力になる時代である。この「企業の社会性」には，安全な商品やサービスの提供をは
じめ，従業員の働きやすい環境の整備や情報公開，不正の回避，地球環境・社会への貢献
などが含まれるが，特に近年，「企業の社会性」の１つに少数派としての「女性」の登用（能
力発揮）や雇用の男女「平等」が込められている（40）。女性の職場での「平等」を含んだ「企
業の社会性」を追求している企業が評価される市場になれば，企業も企業を取り巻く人々
も幸せになるということである。
「企業の社会性」の概念については，定義づけや範囲について定まっていないが，おお
よそ次の２点から捉えられる（41）。第１に，経済性ばかりでなく，社会性も企業活動にとっ
ては重要であるという視点である。企業にとっての社会性とは，コンプライアンスや人権，
倫理，環境への配慮など様々な活動が含まれるが，端的に述べると利益や効率，生産性の
追求ばかりが，企業の論理ではないという見方である。経済性は社会性と対立するという
見方や，社会性の一部であるという見方など見解は分かれている。いずれにしても，従業
員に対しては，労働生活以外の社会生活に対しても尊重しなければ企業の社会性は評価さ
れないという視点である。もし社会性の評価が高ければ，SRIからのリターンも見込まれる。
第２に，ステークホルダーへの配慮の視点である。ステークホルダーには，金銭的な利
害関係の発生する消費者や株主ばかりでなく，地域住民，官公庁，研究機関，金融機関，
そして従業員など企業を取り巻くあらゆるものが含まれる。それらと共存共栄しながら協
力し合って企業活動を営み，経営のあり方を模索していく視点である。例えば，消費者や
地域住民の安全性に配慮した製品づくりなども，ステークホルダー配慮の経営活動であろ
（39）	 谷本寛治編著『CSR経営』中央経済社，2004年，１ページ。
（40）	 金谷千慧子，前掲書，13ページ。
（41）	 志野澄人，前掲稿，100ページ。
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う。また，育児や介護経験のある従業員に配慮することで，子供や高齢者にやさしい製品
づくりへのアイデアが生まれる可能性が高くなるといえる。
この「企業の社会性」の概念は，企業経営における女性労働に対して次の２つの視点を
導入できる。第１に，従業員の能力を測る場合に，生産性や効率だけではなく，社会性も
能力として図る必要が出てくるという点である。なぜならば，「企業の社会性」の実行に
は，従業員の社会性が必要となってくるからである。もし能力としての社会性を測ったな
らば，男性と女性の能力差についての別の見方が必要となってくる。社会性とは職場の
チームワークばかりでなく，個人の家庭生活や地域生活なども含めた総合的な見方であ
る。例えば，それによってサービス残業は組織の経済性には貢献するが，社会性としては
マイナスであるという価値観が職場に共有され，さらにファミリー・フレンドリー施策は
男女にかかわらず，より影響力を持ち，社会性を高めることが企業のブランドイメージや
SRI の評価も高めて，結果的に企業の経済性に貢献する形につながっていくという可能性
が生じる。「企業の社会性」の視点は，仕事優先の生き方ばかりでなく，家庭と仕事の両
立や育児をしている従業員も尊重しつつ，経済性と社会性のバランスの取れた企業経営へ
と変革し得るのである。
第２に，男性のポジティブ・アクションへの理解が深まるという点である。ステークホ
ルダーへの配慮が「企業の社会性」にとっては重要課題であるが，日本の社会においては，
ジェンダーによる役割分担によってステークホルダーが構成されているという（42）。例え
ば，　毎日の買い物や地域活動を担っているのは，多くの場合が女性である。ゴミの分別
や地域のゴミ掃除などへの参加も女性の担当である。さらに，ミニ株やエコファンドなど
は女性の方が投資する割合が多いとされる。男性の多くが，平日に地域，繁華街やスー
パーで何が起こっているのかを知りようがない。子どもが何をして遊び，家族の者が何を
考えているかも把握しにくい（43）。何をどうすることが，ステークホルダーにとって望まし
いのか判断できない。これは男性が仕事に専念し，女性がそれ以外の活動を担当してきた
結果と言える。それを回避するために，女性をポジティブ・アクションによって，正社員
や管理職に積極的に活用していくことは，ステークホルダーの視点を企業内部に導入する
ことにつながるし，企業の戦略上のメリットもある。また，ファミリー・フレンドリーの
ような，仕事と家庭の両立施策によっても，同じような効果が得られるであろう。それに
よって，「企業の社会性」の評価が高まるならば，女性の活用こそが，ステークホルダー
への配慮という「企業の社会性」の目標を達成するための道の１つといえよう。
むすび
女性の労働市場への進出が増大するに伴って，雇用環境におけるジェンダー的視点から
見た場合の問題は依然として存在するものの，先行研究の焦点は，女性の労働力化への認
識の高まりへの考察と女性労働の期待する姿を描くところに焦点が当てられつつある。
少子化，高齢化による労働力の減少，さらには IT化の進展など，労働・社会構造の大
幅で急激な変化と均等法以後の男女共同参画社会への傾斜は，女性労働に新たな局面を期
（42）	 志野澄人，前掲稿，101ページ。
（43）	 同上。
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待されたが，女性活躍推進の取組は，業種や企業によって，その力の入れ方にはまだかな
りの強弱の差があるのが実態である。しかし，今後，若年労働力が減少していく中で，業
種・企業の違いを問わず，女性の活用は進めていかなければならないであろう。いずれに
せよ，ステークホルダー全体の共生を図る経営に向けた経営システムを追求する時期にき
ているといえよう。
（追記：	本論文は，拙稿「日本企業における女性従業員の処遇問題」林正樹編著『現代企
業の社会性─理論と実態─』2012年を加筆，修正したものである。）
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〔抄　録〕
これまで女性従業員の労働問題は，国が推し進める人権問題対策として扱われてきた。
今日，企業における女性従業員の処遇問題は，男女共同参画施策や均等施策などの「差別
をなくすべきである」という人権問題の視点からだけではなく，「企業の社会性」として
取り組むことによる意義や新しい展望，そして解決への新しい理論的アプローチの提起が
課題となっている。
本稿では以上のことを前提にして，第１に，現在の企業における女性従業員の処遇問題
について，第２に企業の取組について検討した。本稿で検討した女性活躍推進の取組は，
企業にとっては，戦略として扱われており，業種や企業によって，その力の入れ方にはま
だかなりの強弱の差があるのが実態である。第３に女性従業員の処遇問題が生じるその原
因となる理論的アプローチを行った。そして上記の課題について検討しながら，「企業の
社会性」が求められる環境における，企業の女性従業員の処遇問題の取組のあり方につい
て考察した。
